
成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

―

― 対前年度比増
「H25年度政策評価に使用する共生社会に関する意識調
査結果」において、社会全体が一体となって青少年の健
やかな成長を支える必要があると思う人の割合

85.8%

達成度 ― ―

― 88.9%成果実績

目標値 対前年度比増

％ 96.5%

1

1 1

1

1 ―

当初見込み 回数 2 1

1

1

当初見込み 回数

困難を有する子ども・若者に関する調査研究
活動実績 回数 2

諸外国におけるインターネット環境整備状況等調査
活動実績 回数 1

当初見込み 回数 1 1 1 1

1 1 1 ―

1

―

1 1

―

当初見込み 回数 1 1 1 1

青少年の非行被害防止に向けた環境整備に関する調査
研究（青少年の薬物乱用対策に関する調査）

活動実績 回数 1 1 1

青少年のインターネット利用環境実態調査
活動実績 回数

―

子ども・若者の現状とその意識に関する調査
（H25年度は小学生・中学生の意識に関する調査）

活動実績 回数 ― 1 1 ―

当初見込み 回数

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （内閣府）

25年度 26年度活動見込

1 1 1

％ 91.3% 82.8%

目標値 ％ 40%

―

25年度単位 23年度 24年度

23年度 24年度

％

成果指標

子ども・若者白書

― 1 1

活動指標 単位

―

「H24年度政策評価に使用する共生社会に関する意識調
査結果」において、青少年の育成・支援活動に参加して
いる、又は参加したいと思う人の割合
（25年度政策評価より成果目標を見直し）

成果実績 ％ 36.5% 33.1%

達成度

232

執行率（％） 73.9% 87.9% 101.9%

執行額

目標値
（26年度）

313 274 311 302

予算
の状
況

当初予算 313 275 311 302

予備費等 0 0

24年度

0 0

241

0

27年度要求

計

前年度から繰越し 0 0 0

補正予算 0

翌年度へ繰越し

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

25年度 26年度

▲ 1 0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
４８子ども・子育て支援、子ども・若者育成支援に関す
　　る広報啓発、調査研究等（政策１３－施策④）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

○子ども・若者育成支援推進法（平成21年法律第71号）
○青少年インターネット環境整備法（平成20年法律第79
号）

関係する計画、
通知等

○子ども・若者ビジョン（平成22年7月子ども・若者育成支
援推進本部決定）
○青少年が安全に安心してインターネットを利用できるよ
うにするための施策に関する基本的な計画（第２次）（平成
24年7月子ども・若者育成支援推進本部決定）

子ども若者育成支援推進経費

事業開始・
終了(予定）年度

　　　　事業開始年度  ：昭和41年度
　　　　終了(予定)年度：終了(予定)なし

担当課室
　青少年企画・青少年支援担当
　青少年環境整備担当

参事官　加藤弘樹
参事官　山岸一生

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　子どもや若者が生き生きと幸せに、社会の形成者として健やかに成長するとともに、学校、家庭、地域等が連携・協力して子ども
や若者の育成支援に取り組む社会を実現するため、関連施策の総合的かつ効果的な推進を図るほか、国民各界各層の子ども・
若者育成支援に対する理解を深め、国民運動の一層の充実と定着を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

○体制整備（ 「子ども・若者支援地域協議会体制整備事業」 ）
○人材養成（ 「子ども・若者育成支援のための地域連携推進事業」、「アウトリーチ研修」など ）
○環境整備（ 「青少年有害環境対策」、「児童ポルノ対策」、「青少年インターネット利用環境整備」など ）
○調査研究（ 「ニート、ひきこもり、不登校の子ども・若者への支援等に関する調査」、 「困難を有する子ども・若者及び家族への
   支援に関する調査」など ）
○広報啓発（ 「子ども・若者育成支援強調月間」、「青少年の非行・被害防止全国強調月間」、「子どもと家族・若者応援団表彰」
   など ）

事業番号 ００７７

担当部局庁
政策統括官（共生社会政策担当）

(子ども若者・子育て施策総合推進室)
作成責任者

0

317

40%

1 1

活動実績

当初見込み

回数

回数 1 1
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）



青少年育成に携わるボランティアの活動状況に関する調
査研究

活動実績 回数 ― ― ―

当初見込み 回数 ― ―

―

1 5

1

5/1計算式

34

― ―

当初見込み 回数 ― ― ―

当初見込み

1 2

25/2

4/3 4/3

Ｘ＝５百万円（子ども若者育成・子育て支援功労者表彰
等経費の決算額）
Ｙ＝3回（実施回数）

単位当たり
コスト

計算式 Ｘ/Ｙ

百万円 1

Ｘ＝２０百万円（地域における若者支援に当たる人材育
成経費の決算額）
Ｙ＝２回（実施回数）

2

5/3 7/3

単位当たり
コスト 百万円 13

計算式 Ｘ/Ｙ

―

6

9/6

5

13

Ｘ＝１百万円（青少年の非行被害防止に向けた環境整
備に関する調査経費の決算額）
Ｙ＝１回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 2

Ｘ/Ｙ

38/7 35/7

1/1

38/7 43/8

23/2 20/2 26/2

11 10

133/30 ―

Ｘ＝３８百万円（子ども・若者育成支援のための地域連
携推進事業経費の決算額）
Ｙ＝７回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 5 5 5

計算式 Ｘ/Ｙ

Ｘ＝１３３百万円（子ども・若者支援地域協議会体制整備
モデル事業等経費の決算額）
Ｙ＝３０回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 3 3 4

計算式 Ｘ/Ｙ 79/28 120/35

0.8

2/3 5/6

1

計算式 Ｘ/Ｙ 6/61/3

Ｘ/Ｙ 29/2 15/1

7 6

Ｘ＝５百万円（青少年相談機関に関するブロック連絡会
議経費の決算額）
Ｙ＝６回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 0.5 0.6

単位当たり
コスト 百万円 6

6/1

Ｘ/Ｙ

計算式 Ｘ/Ｙ 6/1 7/1 6/1

Ｘ＝６百万円（困難を有する子ども・若者に関する調査研
究経費の決算額）
Ｙ＝１回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 15 15 12

6/1 12/1

6

計算式

Ｘ＝６百万円（諸外国におけるインターネット環境整備状
況等調査経費の決算額）
Ｙ＝１回（実施回数）

20

計算式 15/1 16/1 20/1Ｘ/Ｙ 14/1

Ｘ＝１６百万円（青少年のインターネット利用環境実態調
査経費の決算額）
Ｙ＝１回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 14

3 3

15 16

1

1/12/1

回数 3 3 3 3

アウトリーチ（訪問支援）研修

子ども・若者育成・子育て支援功労者表彰等
活動実績 回数

8

当初見込み ―

3

活動実績 回数 ― ―

8

当初見込み 回数 7 7 7 8

回数 ―

―

12/1

7

地域における若者支援に当たる人材育成
活動実績 2 2

青少年インターネット利用環境整備に係る地方連携体制
支援事業

―

―

12
単位当たり

コスト 百万円 ― 2

回数

当初見込み 回数 2 2

6

30

青少年相談機関に関するブロック連絡会議
活動実績 回数 3 3

当初見込み 回数 3 6

回数 28 35

子ども・若者支援地域協議会設置促進事業
活動実績 回数 ― ―

当初見込み

計 302

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

（目）庁費 7

（目）諸謝金 286

（目）委員等旅費 3

（目）職員旅費

―

費　目 主な増減理由

子ども・若者支援地域協議会体制整備モデル事業等
（平成26年度より地域協議会設置促進事業、アウトリーチ
研修に改編）

活動実績

回数 7 7

5/1

26年度見込

百万円

3/1

単位 23年度

2 2

―

―

6

単位当たり
コスト 54

活動実績

―

― 1

6

5/1Ｘ/Ｙ

7

26年度当初予算

Ｘ＝１５百万円（青少年インターネット利用環境整備に係
る地方連携体制支援事業経費の決算額）
Ｙ＝８回（実施回数）

計算式

3 5

24年度 25年度

―

―

―1

30

3

27年度要求

―

活動実績 回数 ―

算出根拠

Ｘ＝１２百万円（子ども・若者の現状とその意識に関する
調査経費の決算額）
Ｙ＝１回（実施回数）

Ｘ＝５百万円（子ども・若者白書作成経費の決算額）
Ｙ＝１回（作成回数） 4/1

我が国と諸外国の若者の意識に関する調査
（第９回世界青年意識調査） 当初見込み 回数

子ども・若者育成支援のための地域連携推進事業(中央
研修大会等）

回数

計算式

1

―

単位当たり
コスト 百万円 ― ― 2

―

15/1 ―

2 ―

2

計算式 Ｘ/Ｙ ― ― 15/8

― 2/1

―

28 35

― ―

活動実績 回数 ― ― ― ―

当初見込み 回数 ―

Ｘ＝１５百万円（我が国と諸外国の若者の意識に関する
調査経費の決算額）
Ｙ＝１回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 ― ― 15

計算式 Ｘ/Ｙ ― ―

単位当たり
コスト



競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

評　価項　　目

【平成26年度政府案予算執行調査　子ども・若者支援地域協議会体制整備事業（反映額：▲10百万円）】
＜指摘事項＞
モデル事業については、地方の実態に応じた協議会の設置促進のため、効果的・効率的取組を検討すべき。
アウトリーチ研修については、経費を効率的に使用できるよう基準の見直し等をした上で、研修体系の見直しを図るべき。
＜反映の内容等＞
モデル事業について、協議会の設置を促進するため、協議会未設置の自治体が、地方の実態に応じて、段階的に協議会の設置に取り組めるよう支援する「地
域協議会設置促進事業」に改編。アウトリーチ研修について、研修体系を見直し。

【青少年に関する調査研究等】
http://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu.htm

単位当たりコストの水準は妥当か。

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

平成23年

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

００８２平成24年０１２４

・「子ども・若者育成支援推進法」（平21法71）に基づき、ニートやひきこもり等困難を有する子ども・若者への支援を行う地域ネットワークづくり
など、政策課題に適宜対応しつつ事業の見直しを行い、平成26年度の子ども若者育成支援推進予算は対前年度比減とした。

行政事業レビュー推進チームの所見

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年０１２１

重
複
排
除

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

・活動実績は、全て見込みに見合ったものとなっている。
・調査研究における成果は、内閣府だけに留まらず、各
省庁、地方公共団体、民間において、広く子ども・若者育
成支援の企画・立案に活用されており、HPを通じて国民
への情報提供も行っている。
・「子ども・若者支援地域協議会」が未設置であった地域
においては、子ども・若者支援地域協議会体制整備モデ
ル事業により、協議会の必要性に対する認識が向上し、
設置に至る又は設置に向けた動きが前進している。さら
に、既に設置済みの地域においても、協議会の円滑な運
営が促進されている。

事
業
の
効
率
性

・平成25年度執行額が予算額を上回っている現状を踏まえ、事業の実施に当たっては、その手法や効果等について検討するとともに、事業の
見直しを進める。
・事業の効率性を高めることを目的として、一者入札に係る対応については、公告期間の延長、応札分割可能な事業は分割して調達すること
により、入札における参入機会の増大及び競争の促進を図る。

―

―

―

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

・青少年が、健やかに成長し、円滑な社会生活を営むこと
ができるよう、環境を整備し支援することは、政府の最重
要課題であり、「子ども・若者ビジョン」において、国が推
進すべき事業と位置付けられ、国民運動として気運の醸
成に努めるものである。
・青少年インターネット環境整備法（平成20年法律第79
号）や子ども・若者育成支援推進法（平成21年法律第71
号）の施行を踏まえ、本経費に属する個別の事務事業の
内容を見直してきている。
・子ども･若者育成支援推進法に基づく「子ども・若者支援
地域協議会」については、地方公共団体により設置状況
や設置に向けた取組状況に差があるため、国が設置促
進を行い、地域の支援ネットワークの形成を推進してい
る。

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）内において、左
記事業名のうち「平成25年度「青年社会活動コアリーダー
育成プログラム」に関する支援業務」（契約額72百万円）
を共同で実施。
（主として「青年国際交流経費」の担当において実施。）

所管府省・部局名

青年国際交流経費

事業番号 類似事業名

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

・支出先の選定に当たっては、基本的には一般競争入札
又は見積り合わせを行うことにより競争性のある調達方
式としている。
・青少年の育成支援に必要な事業の経費として、適切な
費目・使途により執行している。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

内閣府政策統括官(共生社会政策担当)
（子ども若者・子育て施策総合推進室）

内閣府政策統括官(共生社会政策担当)障害者施策推進経費

○

○

○

○

―

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

評価に関する説明



※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

・保護者に対する普及啓発リーフ
レットの印刷
・子ども・若者白書の概要版英訳
業務
・各種会議に係る速記
・青少年条例制定状況ホームペー
ジの運用に係るサーバレンタル
等

М．（株）アストジェイ

１百万円

Ｎ．民間事業者（11者）

３百万円

О．個人（有識者・職員）

７百万円

【一般競争入札】 【直接】

「困難を有する子ども・若者の相談
業務に携わる民間団体職員研修」
の運営支援業務

Ｉ．（株）島津アドコム

１０百万円

【随意契約（少額）・一般競争入札】

【一般競争入札】

Ｊ．ワールドインテリジェンス
　　パートナーズジャパン（株）
　　　　　　　　６百万円

【一般競争入札】

・「子ども・若者育成支援のための
地域連携推進事業（中央研修大
会等）」運営支援業務
・「子ども若者育成支援と貧困問
題　いのち輝く未来に向けて」に係
る運営支援業務

Ｋ．印刷通販（株）

４百万円

平成25年度「青少年のインター
ネット利用環境実態調査」

【一般競争入札】

・平成25年度「子ども・若者支援地
域協議会体制整備事業」の運営
支援業務
・困難を有する子ども・若者及び家
族に対する支援に関する調査研
究

【一般競争入札】

【一般競争入札】 【一般競争入札】

内閣府政策統括官
（共生社会政策担当）

３１７百万円

Ａ．（株）野村総合研究所

２件　　１３８百万円

Ｂ．（株）ムラヤマ

２件　　３９百万円

Ｃ．（一財）青少年国際交流推
進センター
３１百万円

青少年意見募集事業分析調査

Ｄ．（株）プロセスユニーク

２件　　１８百万円

【一般競争入札】

子ども・若者育成支援施策の総合的かつ計画的な推進等

Ｌ．エクスカリバー（株）

２件　　３百万円

「平成２４年度子ども・若者の状況
及び子ども・若者育成支援施策の
実施状況」の印刷・製本等

【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【随意契約（不落）】

Ｅ．（株）日本リサーチセンター

１６百万円

Ｆ．（株）インテージリサーチ

１５百万円

Ｇ．（株）マルト

２件　　１５百万円

Ｈ．（一社）新情報センター

１２百万円

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

・各種会議等に係る謝金、旅費
・職員の出張旅費（国内外）

・諸外国における有害環境への法
規制及び非行防止対策等に関す
る実態調査研究
・「児童ポルノ排除対策推進協議
会及び公開シンポジウム」開催に
係る運営業務

アメリカ・フランス・スウェーデン
青少年のインターネット環境整備
状況等調査

小学生・中学生の意識に関する調
査

平成25年度「青年社会活動コア
リーダー育成プログラム」に関する
支援業務（72百万円の内数）

・青少年インターネット利用環境に
係る地域連携体制支援事業
・平成25年度「子ども若者育成・子
育て支援功労表彰」等の運営支
援業務

我が国と諸外国の若者の意識に
関する調査（平成25年度）

・「困難を有する子ども・若者の相
談業務に携わる公的機関職員研
修」の運営支援業務
・平成25年度「青少年相談機関に
関するブロック連絡会議」運営支
援業務

【一般競争入札】



計 18 計 12

その他 一般管理費、消費税 1 割引 出精値引 ▲ 2

借料 研修会会場借料 2 印刷製本費 調査票等 1

諸謝金 講師、委員等 2 物品・役務費 報告書送付、調査票送付等 1

印刷製本費 ポスター、事例集等 2 その他 一般管理費、消費税 2

人件費 スタッフ等 3 諸謝金 回答者 2

旅費 受賞者、講演者等 3 人件費 調査員等 3

物品・役務費 副賞（盾）、立て看板等 5 旅費 委員、調査員等 5

Ｄ．（株）プロセスユニーク Ｈ．（一社）新情報センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 31 計 15

印刷製本費 資料印刷費 －

雑役務費
文具、保険料、入場料、謝礼品、工芸材料費
等

－ 借料 会場借料 1

その他 一般管理費 － 諸謝金 講師等 1

借料 会場、バス、トラック、コピー機、ＰＣ等 － 印刷製本費 報告書等 1

諸謝金 講師、通訳、実行委員への謝金 － 人件費 スタッフ等 1

会議費 レセプション、飲料、弁当、茶菓等 － 物品・役務費 議事録作成、研修資料等 2

旅費 職員等の旅費 － その他 一般管理費、消費税 2

人件費 職員の人件費 － 旅費 講師、研修受講者等 7

Ｃ．（一財）青少年国際交流推進センター Ｇ．（株）マルト

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 39 計 15

印刷製本費 ポスター、報告書等 1

借料 研修会会場借料等 1

諸謝金 講師等 1 印刷製本費 報告書 0

その他 消費税 2 諸謝金 有識者 0

人件費 スタッフ等 4 その他 一般管理費、消費税 2

物品・役務費 議事録速記、ポスター発送等 5 人件費 スタッフ等 2

旅費 研修受講者、講師等 25 物品・役務費 翻訳、インターネット調査等 10

B．（株）ムラヤマ Ｆ．（株）インテージリサーチ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 138 計 16

物品・役務費 速記、報告書発送等 1

借料 研修会会場借料 1 値引 出精値引 ▲ 1

その他 消費税 7 印刷製本費 調査票、報告書 1

謝金 講師等 13 その他 一般管理費、消費税 2

旅費 研修受講者、講師等 14 人件費 スタッフ等 3

印刷製本費 報告書、リーフレット 22 物品・役務費
住民基本台帳閲覧料、謝礼品、報告書送付
等

5

人件費 スタッフ等 79 旅費 調査員 6

費　目 使　途

Ａ．（株）野村総合研究所

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

Ｅ．（株）日本リサーチセンター

費　目 使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）



物品・役務費

費　目

報告書作成等

0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

その他 消費税

1

諸謝金 報告員 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

Ｉ．（株）島津アドコム М．アストジェイ（株）

金　額
(百万円）

計 10 計 1

Ｊ．ワールドインテリジェンスパートナーズジャパン（株） Ｎ．宮嶋印刷（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 研究員等 4 印刷製本費 印刷製本 1

物品・役務費 資料翻訳、報告書送付 1 その他 消費税 0

その他 一般管理費、消費税 1

諸謝金 有識者 0

印刷製本費 報告書 0

計 6 計 1

Ｋ．印刷通販（株） О．職員ａ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷製本費 印刷製本 4 職員旅費 出張旅費 1

その他 消費税 0

計 4 計 1

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 スタッフ等 2

借料 会場借料 1

物品・役務費 資料翻訳、報告書送付 0

印刷製本費 報告書 0

その他 消費税等 0

0

Ｌ．エクスカリバー（株）

計 3 計

研修受講者、講師等 5

印刷製本費 研修資料、報告書等 2

旅費

0

人件費 スタッフ等 1

物品・役務費 機材、速記等 1

借料 会議会場借料 0

謝金 講師等 0

その他 消費税



支出先上位１０者リスト

Ａ．（株）野村総合研究所

Ｂ．（株）ムラヤマ

Ｃ．（一財）青少年国際交流推進センター

Ｄ．（株）プロセスユニーク

Ｅ．（株）日本リサーチセンター

Ｆ．（株）インテージリサーチ

Ｇ．（株）マルト

Ｈ．（一社）新情報センター

Ｉ．（株）島津アドコム

1 （株）日本リサーチセンター 4者 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

平成25年度「青少年のインターネット利用環境実態調査」 16

1 （株）島津アドコム
「困難を有する子ども・若者の相談業務に携わる民間団体職員研修」の運営
支援業務

10 2者 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）野村総合研究所

1 （株）ムラヤマ

1 （株）プロセスユニーク

支　出　先

支　出　先

1 （一社）新情報センター 小学生・中学生の意識に関する調査 12 随契（不落） －

－

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

落札率

平成25年度「青少年相談機関に関するブロック連絡会議」運営支援業務 4 4者 －

1 （株）マルト

「困難を有する子ども・若者の相談業務に携わる公的機関職員研修」運営支
援業務

10 2者

（株）インテージリサーチ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

我が国と諸外国の若者の意識に関する調査（平成25年度） 15

入札者数

－

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2者1

4 3者 －

落札率

－

－

落札率

2者

支　出　額
（百万円）

－

支　出　先

－

平成25年度「子ども・若者支援地域協議会体制整備事業」の運営支援業務 131 1者 －

「困難を有する子ども・若者及びその家族に対する支援の在り方に関する調
査研究

6

落札率入札者数

青少年インターネット利用環境に係る地域連携体制支援事業 －13

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

「子ども若者育成支援と貧困問題　いのち輝く未来に向けて」に係る運営支
援業務

1

2者

随契（少額）

入札者数

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

38 1者
「子ども・若者育成支援のための地域連携推進事業（中央研修大会等）」運
営支援業務

平成25年度「子ども若者育成・子育て支援功労者表彰」等の運営支援業務

業　務　概　要

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
（一財）青少年国際交流推進セ
ンター

平成25年度「青年社会活動コアリーダー育成プログラム」に関する支援業務
（72百万円の内数）

31 1者



Ｊ．ワールドインテリジェンスパートナーズジャパン（株）

Ｋ．印刷通販（株）

Ｌ．エクスカリバー（株）

М．（株）アストジェイ

Ｎ．民間事業者（11社）

Ｏ．個人（有識者、職員）

－

10 東京コカ・コーラボトリング（株） 子ども・若者育成支援推進点検・評価会議等に供する飲料等の提供 0 1者 －

9 朝日梱包（株） 平成25年版「子ども・若者白書」の梱包発送

子ども・若者育成支援のための地域連携推進事業（ブロック研修会）運営
他　旅費

0

8 有識者Ｃ 青少年インターネット環境の整備等に関する検討会出席　謝金・旅費 0

－ －

9 職員f
「子ども・若者育成支援地域協議会の設置・運営モデル事業」におけるユー
スアドバイザー養成講座出席　他　旅費

0 － －

10 職員g

－ －

7 有識者Ｂ 子ども・若者育成支援推進点検・評価会議出席　謝金・旅費 0 － －

6 有識者Ａ 青少年インターネット環境の整備等に関する検討会出席　謝金・旅費 0 － －

5 職員e 青少年のインターネット利用環境づくりフォーラム運営　他　旅費 0 － －

4 職員d 青少年のインターネット利用環境づくりフォーラム運営　他　旅費 0 － －

「児童ポルノ排除対策推進協議会及び公開シンポジウム」開催に係る運営業
務

1 7者 －

1 エクスカリバー（株）

諸外国における有害環境への法規制及び非行防止対策等に関する実態調
査研究

1 5者 26.1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 印刷通販（株）
「平成２４年度子ども・若者の状況及び子ども・若者育成支援施策の実施状
況」の印刷・製本等

4 4者 －

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
ワールドインテリジェンスパート
ナーズジャパン（株）

アメリカ・フランス・スウェーデン　青少年のインターネット環境整備状況等調
査

6 2者 93.9

支　出　先

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　先
支　出　額
（百万円）

5

長谷川印刷（株）

3 扶桑速記印刷（株） 子ども・若者育成支援推進点検・評価会議等の速記料 1

4 （株）ケー・デー・シー 青少年条例制定状況ホームページの運用に係るサーバレンタル等 0

「子ども・若者育成支援地域協議会の設置・運営モデル事業」におけるユー
スアドバイザー養成講座出席　他　旅費

1 －

随契（少額）

随契（少額）

0 随契（少額）

－

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

－

－

2 職員b
「ＯＥＣＤ情報セキュリティとプライバシー作業部会及び情報・コンピュータ・通
信政策委員会」出席　他　旅費

1 － －

1 職員a

3者 －

3 職員c
「子ども・若者育成支援地域協議会の設置・運営モデル事業」におけるユー
スアドバイザー養成講座出席　他　旅費

1 －

随契（少額） －

－

落札率

1

業　務　概　要

（株）バス二十一 「保護者に対する普及啓発支援」普及啓発用リーフレットデザインの作成業務 0 随契（少額） －

1 宮嶋印刷（株）

2
（株）プロスパー・コーポレー
ション

平成25年度 共生社会政策に係る白書（全8種）の概要版英訳業務（うち子ど
も・若者白書）

1 3者

平成25年度「保護者に対する普及啓発」リーフレットの印刷 1 随契（少額）

（株）アストジェイ －

落札率

入札者数

青少年意見募集事業分析調査 1 8者

入札者数

7 －

（株）ホンヤク社 「第二次児童ポルノ排除総合対策」の日英翻訳 0 随契（少額） －8

第二次児童ポルノ排除総合対策の印刷製本 0

6 東急バス（株） 子ども若者育成・子育て支援功労者表彰式　受賞者等送迎用バス借り上げ 0 －


